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告         示 

 

兵庫県告示第705号 

 土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条第１項の規定により、次の県営土地改良事業を行うため、土地改

良事業計画を平成29年６月28日に定めたので、土地改良事業計画書の写しを縦覧に供する。 

 この計画について不服がある場合には、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内に、兵庫県知事に対

して審査請求をすること、及びこの計画を定めたことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、神戸地方

裁判所に対し、兵庫県を被告として、この計画の取消しの訴えを提起することができる。 

 なお、審査請求のみをした場合には、この計画の取消しの訴えは、その審査請求に係る裁決書を受け取った

日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができる。 

  平成29年７月11日 

                                   兵庫県知事 井 戸 敏 三  

事 業 名 地 区 名 縦覧の期間 縦覧の場所 

農村地域防災減災事業 上南七廻池地区 
平成29年７月11日から 

同  月31日まで 
三木市役所 

同   上 大正池地区 同  上 篠山市役所 

 

 

兵庫県告示第706号 

 漁船損害等補償法（昭和27年法律第28号）第113条の２第１項第１号の規定により、次の加入区については、

平成25年兵庫県告示第962号（漁船保険の付保義務の発生）で告示した加入区の指定による保険に付すべき義務

は、平成29年７月21日限りで消滅する。 

  平成29年７月11日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三 

兵庫県公報 
発  行  人 

兵   庫   県 
神戸市中央区下山手通 

５丁目10番１号 

毎週火曜日及び金曜日発行、 

その日が休日のときはその翌日 （兵庫県民の旗＝県旗） 平成29年７月11日 火曜日  第 2916 号 
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 八木加入区 

 

兵庫県告示第707号 

 漁船損害等補償法（昭和27年法律第28号）第112条の２第２項の規定により提出された義務付保同意成立届を

審査した結果、次の加入区については、同法第112条第１項の規定による同意があったものと認めた。 

なお、保険に付すべき義務は、平成29年７月22日から発生する。 

  平成29年７月11日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三 

 八木加入区 

 

兵庫県告示第708号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定により、尼崎市長から次の

とおり公共測量を実施する旨の通知があった。 

平成29年７月11日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

１ 作業種類 

   公共測量（４級基準点測量） 

２ 作業期間 

平成29年６月26日から同月30日まで 

３ 作業地域 

尼崎市久々知三丁目地内 
 

公 告 

 

   大規模小売店舗の変更に関する届出 

 大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項及び第２項の規定により、次のとおり大規模小

売店舗の変更の届出があった。 

 なお、当該届出及びその関係書類を次のとおり縦覧に供する。 

 また、同法第８条第２項の規定により、この公告に係る大規模小売店舗を設置している者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の日から４月以内に、兵庫県に

対し、意見書を提出することにより、これを述べることができる。 

平成29年７月11日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

  名称 イオンモール姫路大津 

    所在地 姫路市大津区大津町二丁目５番ほか 

２ 大規模小売店舗を設置している者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 

名称 三井住友信託銀行株式会社 

住所 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 

代表者の氏名 橋 本   勝 

３ 変更事項 

(1) 大規模小売店舗を設置している者の代表者の氏名 

 ア 変更前 

常 陰   均 

 イ 変更後 

   橋 本   勝 

(2) 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 

 ア 変更前 

  名称               住所                  代表者の氏名 
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イオンリテール株式会社      千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１     村 井 正 平 

株式会社オンワード樫山      東京都中央区日本橋三丁目10番５号    馬 場 昭 典 

株式会社良品計画         東京都豊島区東池袋四丁目26番３号    金 井 政 明 

外55者 

  イ 変更後 

名称               住所                  代表者の氏名 

イオンリテール株式会社      千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１     岡 崎 双 一 

株式会社オンワード樫山      東京都中央区日本橋三丁目10番５号    大 澤 道 雄 

株式会社良品計画         東京都豊島区東池袋四丁目26番３号    松 﨑   曉 

外52者 

(3) 駐車場の位置及び収容台数（位置については、縦覧に供する関係書類に示すとおり。） 

ア 変更前 

 2,570台 

  イ 変更後 

 2,325台 

(4) 駐車場の自動車の出入口の数及び位置（位置については、縦覧に供する関係書類に示すとおり。） 

ア 変更前 

  入口１箇所、出口２箇所、出入口６箇所 

イ 変更後 

  出口１箇所、出入口６箇所 

４ 変更年月日 

平成30年２月21日ほか 

５ 届出年月日 

  平成29年６月20日 

６ 届出及びその関係書類の縦覧場所及び縦覧期間 

(1) 縦覧場所 

   兵庫県県土整備部まちづくり局都市計画課及び中播磨県民センター姫路土木事務所まちづくり建築第２

課 

(2) 縦覧期間 

  平成29年７月11日から４月間 

７ 意見書の提出期限及び提出先 

(1) 提出期限 

平成29年11月13日 

(2) 提出先 

兵庫県県土整備部まちづくり局都市計画課 

    〒650-8567 神戸市中央区下山手通５丁目10番１号 

 

   都市計画法第36条第３項に基づく工事完了公告 

 都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条第１項の規定による許可に係る次の開発行為に関する工事は、完

了した。 

  平成29年７月11日 

                                   兵庫県知事 井 戸 敏 三  

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

  （第２工区） 

  高砂市米田町米田字十人新田968番１、969番１の一部、969番３の一部、969番４の一部、970番１、971番、

971番29の一部 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名又は名称 

  加古川市加古川町木村303番地１ 

  株式会社マルアイ 代表取締役 井 元   進 

３ 許可年月日及び許可番号 
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  平成29年５月11日 

  兵庫県指令東播（加土）（建）第１－８－２号（28高砂） 

 

   都市計画法第36条第３項に基づく工事完了公告 

 都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条第１項の規定による許可に係る次の開発行為に関する工事は、完

了した。 

  平成29年７月11日 

                                   兵庫県知事 井 戸 敏 三  

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

  （第２工区） 

  たつの市龍野町末政字橋詰71番１、72番１の一部、72番３の一部、74番３の一部 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名又は名称 

  姫路市東今宿三丁目２番11号 

  株式会社たか屋 代表取締役 鎌 田 経 彦 

３ 許可年月日及び許可番号 

  平成28年12月27日 

  兵庫県指令中播（姫土）（建）第１－30号（28たつの） 

 

   都市計画法第36条第３項に基づく工事完了公告 

 都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条第１項の規定による許可に係る次の開発行為に関する工事は、完

了した。 

  平成29年７月11日 

                                   兵庫県知事 井 戸 敏 三  

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

  赤穂市板屋町339番から342番まで 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名又は名称 

  姫路市南条三丁目110番地の１ 

  株式会社ユー・ハウス 代表取締役 西 川 寿 明 

３ 許可年月日及び許可番号 

  平成29年３月２日 

  兵庫県指令中播（姫土）（建）第１－38号（28赤穂） 
 

人 事 委 員 会 公 告 

 

兵庫県職員 行政Ｂ（高卒程度）採用試験の実施 

兵庫県職員 行政Ｂ（高卒程度）採用試験を次のとおり実施する。 

平成29年７月11日 

兵庫県人事委員会  

１ 試験職種、採用予定人員及び受験資格 

試験職種 採用予定人員 受験資格 

(1) 一般事務職 

(2) 警察事務職 

(3) 教育事務職 

(4) 総合土木職 

(5) 小中学校事務職 

 （市町組合立小中学校等） 

 

５名程度 

５名程度 

６名程度 

２名程度 

５名程度 

１ 年齢制限 

次に掲げる者とする。 

平成５年４月２日から平成12年４月１日までに生まれた

者（平成30年４月１日現在で18歳から24歳までの者） 

なお、定時制及び通信制の高等学校に在学する者（高等

学校卒業以上の学歴を有する者は除く。）に限り、昭和62

年４月２日から平成12年４月１日までに生まれた者（平成 
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  30年４月１日現在で18歳から30歳までの者）とする。 

ただし、次のいずれかに該当する者は受験できない。 

 (1) 学校教育法に基づく大学（短期大学を除く。）及びこれ

と同等と認められる大学校等を卒業した者 

 (2) 学校教育法に基づく大学（短期大学を除く。）及びこれ

と同等と認められる大学校等の在学期間（休学期間を除

く。）が通算して２年を超える者 

 (3) 学校教育法に基づく大学（短期大学を除く。）及びこれ

と同等と認められる大学校等の第３年次以上に現に在学

し、又は在学したことがある者 

 (4) 外国における大学等を卒業した者（平成30年３月31日

までに卒業する見込みの者を含む。）で学校教育における

16年の課程を修了した者（平成30年３月31日までに当該

課程を修了する見込みの者を含む。） 

備考 次に掲げる者は、この試験を受けることができない。 

１ 日本国籍を有しない者 

（小中学校事務職は、日本国籍を有しない者も試験を受けることができる。） 

２ 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第16条の各号のいずれかに該当する者 

 (1) 成年被後見人又は被保佐人（準禁治産者を含む。） 

 (2) 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者 

 (3) 兵庫県において懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者 

 (4) 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊すること

を主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 

２ 試験日及び試験会場 

区分 試験日 試験会場 

筆 記 

試 験 
平成29年９月24日（日） 

神戸会場：兵庫県立大学神戸商科キャンパス 

豊岡会場：兵庫県立豊岡高等学校 

面 接 

試 験 

平成29年10月23日（月）から同月27日（金）

までのうち指定する１日 
神戸市内 

３ 試験の方法 

 (1) 筆記試験 

  （事務系職種） 

ア 教養試験 

高等学校卒業程度の一般教養について択一式により試験を行う。 

イ 論文試験 

一般的な課題により高等学校卒業程度の理解力・判断力、独創性・説得力及び文章表現力・文章構成

力について試験を行う。 

ウ 作文試験 

受験者のこれまでの経験等に関する課題により高等学校卒業程度の理解力・判断力、独創性・説得力

及び文章表現力・文章構成力について試験を行う。 

   （総合土木職） 

ア 教養試験 

高等学校卒業程度の一般教養について択一式により試験を行う。 

イ 専門試験 

職種に必要な高等学校卒業程度の専門的知識について択一式により試験を行う。 

ウ 論文試験 
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一般的な課題により高等学校卒業程度の理解力・判断力、独創性・説得力及び文章表現力・文章構成

力について試験を行う。 

 (2) 面接試験 

筆記試験合格者に対して行う。 

ア 口述試験 

個別面接①及び個別面接②により試験を行う。 

イ 適性検査 

職務の遂行に必要な適性について検査を行う。 

４ 合格者の発表 

 (1) 筆記試験 

平成29年10月13日（金）午後３時 

兵庫県人事委員会事務局において掲示するとともに、筆記試験合格者に通知する。 

 (2) 面接試験 

平成29年11月８日（水）午後３時 

兵庫県人事委員会事務局において掲示するとともに、最終合格者に通知する。 

５ 申込手続及び受付期間 

 (1) 申込書は、兵庫県人事委員会事務局、各県民局等で配布する。郵送を希望する場合は、140円分の切手を

貼った宛先明記の返信用封筒（角形２号封筒）を同封のうえ、「行政Ｂ請求」と朱書し、兵庫県人事委員会

事務局へ請求すること。 

また、インターネットの兵庫県職員採用情報のホームページでも受験申込書の配布を行う。 

アドレス http://web.pref.hyogo.lg.jp/ji02/pc01_000000032.html 

 (2) 申込方法 

ア インターネットによる場合 

「兵庫県電子申請システム」を利用して、画面の指示に従って申し込むこと。受験票は、申込受付後、

平成29年９月13日（水）頃に発行する。 

アドレス http://web.pref.hyogo.lg.jp/ji02/pc01_000000067.html 

イ 郵送・持参による場合 

所定の申込書に必要事項を記入し、写真（申込前６箇月以内に撮った上半身正面無帽の縦４センチメ

ートル・横３センチメートルの大きさのもの）を貼り、兵庫県人事委員会事務局へ提出すること。受験

票は、申込受付後、平成29年９月13日（水）頃に発送する。 

 (3) 受付期間 

ア インターネットによる場合 

平成29年８月３日（木）午前９時から同月29日（火）午後５時まで（受信有効） 

イ 郵送による場合 

平成29年８月３日（木）から同月29日（火）まで（消印有効） 

ウ 持参による場合 

平成29年８月３日（木）から同月31日（木）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）の午前９時から

午後５時まで 

６ その他 

最終合格者は、区分・試験職種ごとの採用候補者名簿に登載され、各任命権者からの請求に応じ、成績順

に提示され、任命権者において採用前に身体検査等を行い、採用者が決定される。 

なお、名簿は確定の日から平成31年３月31日まで有効とする。 

７ 試験についての問合せ先 

兵庫県人事委員会事務局職員課 

〒650-8567 神戸市中央区下山手通５丁目10番１号 

電話（078）341－7711 内線5920、5921 
 

市町村職員共済組合公告 

 

平成28年度決算の要旨 

地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号）第22条第３項の規定により、平成28年度決算の要旨を公告
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（単位：千円） 

（単位：千円） 

する。 

平成29年７月11日 

                                 兵庫県市町村職員共済組合   

                                    理事長 山 中   健  

損益計算書の要旨                                  

12,478,945 32,791,211 1,784,124 417,977 402,085 437,157

12,535,432 20,774,771 1,784,105 426,003

201,479 126,451

182,874 1,147 2,994 399 299 1,343,938

1,448,985 187,711 466 661 2,077 154,076 134,021

3,802 159,502 23,456

1,770,397

28,233,759 53,565,982 3,568,229 417,977 182,874 594,745 866,620 362,041 152,283 1,498,014 134,021

11,706,721

193,635 16,068 22,366 13,771

32,711 8,020 1,370 682 2,102 1,223

7,333 252

40,099 11,331

27,835 1,578 88,863 71,264

182,874 1,261,812 63,968

320,112 6,588

6,806,330

4,561,677

24

103

298,725

3,802 182,958

3,049,536 53,565,982 3,568,229 417,977 289,254 806,092 226,864 62,157 8,426 5,988

1,761,386

28,508,416 53,565,982 3,568,229 417,977 182,874 543,435 1,014,716 364,529 145,686 1,294,706 91,538

差引当期利益金又は当期損失金(△) △ 274,657 0 0 0 0 51,310 △ 148,096 △ 2,488 6,597 203,308 42,483

次年度支払準備金

病床転換支援金

老人保健拠出金

退職者給付拠出金

他経理への繰入金

その他支出

委託費

支払利息

連合会払込金

前期高齢者納付金

後期高齢者支援金

給付金

役職員給与

旅費及び事務費

商品仕入

飲食材料費

支

出

計

経　理　区　分 短期 厚生年金保険 退職等年金 経過的長期 業務 保健 ゆめ春来
ひょうご
共済会館

経過的長期
預託金管理

負担金

掛金（組合員保険料）

貯金 貸付

収

入

施設収入及び商品売上

計

利息及び配当金

その他収入

他経理からの繰入金

前年度支払準備金

 

貸借対照表の要旨                                  

3,580,180 3,262,947 227,744 2,910 231,384 1,762,823 3,292,980 1,037,740 492,996 10,279,890 521,734

9,627,724 6,496 115,221 1,223,470 1,178,230 121,223,301 4,582,040

3,580,180 3,262,947 227,744 2,910 9,859,108 1,769,319 3,408,201 2,261,210 1,671,226 131,503,191 5,103,774

129,519 3,262,947 227,744 2,910 11,677 64,436 27,505 13,679 118,598,015 128

1,761,385 9,859,108 248,103 29,925 41,043 2,227,791

1,890,904 3,262,947 227,744 2,910 9,859,108 259,780 94,361 27,505 13,679 118,639,058 2,227,919

122,268 2,134,506 1,449,366

1,689,276 1,509,539 3,191,572 99,199 208,181 12,864,133 2,875,855

1,689,276 0 0 0 0 1,509,539 3,313,840 2,233,705 1,657,547 12,864,133 2,875,855

3,580,180 3,262,947 227,744 2,910 9,859,108 1,769,319 3,408,201 2,261,210 1,671,226 131,503,191 5,103,774

流動資産

固定資産

繰延資産

流動負債

経　理　区　分 短期 厚生年金保険 退職等年金 経過的長期 業務 保健 ゆめ春来 貯金
経過的長期
預託金管理

ひょうご
共済会館

負債・資本合計

貸付

資
産

資産合計

負
債

負債合計

資本合計

固定負債

資本剰余金

積立金

利益剰余金

資
本
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